
                       
地域防災力強化モデル工事実施要領 

 

１．目的 

 災害時において建設機械は迅速な対応に必要不可欠であり、県と大規模災害協定を締結し

ている建設機械を保有する建設業者が、地域の守り手として防災力を強化し、維持されるこ

とが品確法の理念や地域防災への備えの観点においても重要である。 
本要領は、災害発生時に迅速に対応できる建設業者の維持を図るため、建設機械の保有お

よび運転者の雇用状況を評価し、地域の防災力を強化することを目的とした「地域防災力強

化モデル工事」（以下、「モデル工事」という。）の事務の流れや留意事項等を定めたものであ

る。 
 

２．概要 

建設機械の保有及び運転者の雇用が確認できる場合に、総合評価落札方式において加点を

行う。 

 

３．対象工事 

和歌山県県土整備部が発注する建設工事のうち、下記条件を満たす工事で、発注機関 

が指定した工事。 

（１）予定価格（税抜き）3,000 万円以上 5,000 万円未満の総合評価落札方式（特別簡易型）

の対象となる土木一式工事のうち、土工事が主となる工事等、専門的な工種を含まな

い工事 

 

４．総合評価落札方式による評価方法 

上記２．に規定する総合評価落札方式の評価方法については、「総合評価方式（地域防災

力強化モデル工事）落札者決定基準（案）」（別記第１号様式）により行うものとする。 

評価項目「担い手確保」については、「建設機械の保有及び運転者の雇用状況」を評価す

る。ただし「大規模災害時の協定締結」で加点がない場合は 0点とする。 

加点対象となる建設機械はバックホウ 0.11m3 以上、ホイールローダ 0.34m3 以上とし、

入札書提出日時点で県内に配備している自社所有若しくは入札書提出日から 1 年以上の契

約期間が確認できる長期リース契約に限る。 

建設機械は稼働できる良好な状態かつ、法的手続きを済ませた機械であることとする。 

運転者は対象となる建設機械を運転する資格を保有するものとし、技術提案提出時点で

入札参加者と雇用関係を有するものとする。 

運転者は対象となる建設機械に対応する組み合わせとし、他の建設機械（同種の建設機

械を含む）と重複して計上できないこととする。 

添付書類として、規格、保有状況及び稼働状況を確認できる資料（償却資産（固定資産）

申告書・種類別明細書（市町村受付印のあるもの）の写し、車検証の写し（ホイールロー

ダの場合）、カタログ等の仕様（規格）を確認できる資料の写し、定期（特定）自主検査記

録表の写し、リース契約の写し（リース保有の場合）等）を提出すること。また、運転者に

ついては、運転免許証、資格証又は修了証等の写し及び雇用が確認できる資料（「監理技術

者資格証、市町村が作成する住民税特別徴収税額通知書、健康保険・厚生年金保険被保険

者標準報酬決定通知書、所属会社の雇用証明書のいずれか又はこれらに準ずる書類」及び

「賃金台帳又は所得税源泉徴収簿」等の写し）を提出すること。 

 



                       
５．その他 

  本要領に記載のない事項については「総合評価落札方式にかかる事務手引き【建設工事】」

に従うものとする。 

 

附 則 

この要領は、令和７年６月１日から適用する。 

 

（参考） 

「総合評価落札方式にかかる事務手引き【建設工事】」 

（https://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/081100/hinkaku/index.html） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                       
別記様式第 1号 

 

別紙－１

県土整備部 （振興局建設部） 名：　　　　　　　　　　　　　　課（建設部）

総合評価方式（地域防災力強化モデル工事）　落札者決定基準（案）

工 事 名

工 事 場 所

予 定 価 格

工 事 概 要

各評価項目

の選定理由
建設業者が災害発生時に迅速に活動できるよう、防災力の強化及び維持を図るため、建設機械の保有及び運転者の雇用状況を評価項目に選定した。

価格以外の

評価点

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 備考

配置予定技

術者の能力

(1)過去４年間の工事成績

　　の平均値

①７５点以上 1.0

　　　／ 1.0

※配置予定技術者が主任（監理）技術者又は特例監

理技術者として担当した契約額が１，５００万円以上

の工事を対象とする。

※主任（監理）技術者又は特例監理技術者として担

当した対象工事がない場合は、主任技術者に成り得

る資格を有し、現場代理人又は監理技術者補佐とし

て担当した契約額が１，５００万円以上の工事を対象

とする。

※県発注工事の実績を有しない場合は、近畿地方整

備局発注（管内事務所発注含む）の和歌山県内にお

いて施工された工事を対象とする。

※対象となる工事成績がない場合は、６５点とする。

②５５点以上７５点未満

1.0×（工事成績の平均値-65.0）/10.0

1.0

～

-1.0

③５５点未満 -1.0

(2)主任（監理）技術者の

　　保有する資格

①１級土木施工管理技士または技術士 1.0

　　　／ 1.0
※技術士は、○○部門又は総合技術監理部門（○○）に対して

評価する。
②２級土木施工管理技士（○○） 0.5

③上記以外 0.0

(4)継続教育（ＣＰＤ）の

　　取り組み状況

①当該工事の主任（監理）技術者と成り得る資格に関する

　建設系継続教育の証明あり（各団体推奨単位以上の取得）
1.0

　　　／ 1.0

※建設系継続教育は「建設系ＣＰＤ協議会に加盟し、推奨単位を

設定している団体」とする。

※当該工事の主任（監理）技術者と成り得る資格は、国家資格

等の取得のみで当該工事の主任（監理）技術者と成り得る資格

に限る。

②建設系継続教育の証明あり（各団体推奨単位以上の取得） 0.5

③なし 0.0

小　　　計 ／ 3.0

地域貢献

(1)本店の有無

①工事箇所と同一の市町村内に本店を有する 1.0

　　　／ 1.0

【予定価格（税抜き）5,000万円以上の工事の場合】

「市町村内」を「建設部管内」とする。なお、海草建設部管内の工

事の場合は、「和歌山市内」と「海南工事事務所管内」に分けて

評価する。

【県外業者が入札参加可能な工事の場合】

「工事箇所と同一の市町村内」を「県内」とする。
②上記以外

県産

品・リ

サイク

ル製

品

①

過去３年間に工事成績評定結果通知書により「県産品、リサ

イクル製品」による加点評価（2.93点以上）のあった同業種の

工事の件数が

５件以上あり

1.0

　　　／ 1.0

※「過去３年間」とは、工事成績評定結果通知書の発行日が入札書を 提

出した日から起算して過去3年以内を 対象とする。

※「過去１年間」とは、工事成績評定結果通知書の発行日が入札書を 提

出した日から起算して過去1年以内を 対象とする。

同　２件以上５件未満

0.0

(2)大規模災害時

　の協定締結

①あり 1.0
　　　／ 1.0

0.5

②過去１年間に工事成績評定結果通知書により「県産品、リ

　　サイクル製品」による加点評価（2.93点以上）のあった同

　　業種の工事の件数が

    １件以上あり

1.0

③仕様書に明記している県産品を全数使用した上で、仕様

　　書に明記していない県産品建設資材または県産認定リ

　　サイクル製品を１品目全数使用を提案

1.0

④上記①②③以外 0.0

②なし 0.0

担い手確保

（1）建設機械の保有及び

　　運転者の雇用状況

①建設機械の保有及び運転者の雇用が4台・人以上 1.0

　　　／ 1.0

※大規模災害時の協定締結をしていない場合は0点とする。

※対象となる建設機械はバックホウ0.11m3以上、ホイールローダ

0.34m3以上とする。

※対象となる建設機械は自社保有若しくは入札書提出日から1

年以上の契約期間が確認できる長期リース契約に限る。

※運転者は、対象となる建設機械を運転する資格を保有するも

のとし、技術提案提出時点で応札者と雇用関係を有するものとす

る。

※運転者は対象となる建設機械に対応する組み合わせとし、他

の建設機械（同種の建設機械を含む）と兼務して計上できないこ

ととする。

②建設機械の保有及び運転者の雇用が3台・人

県内

開発

建設

技術

③過去３年間に工事成績評定結果通知書により「県内開発

　　建設技術の使用」が有となっている同業種の工事の件

　　数が1件以上あり

0.1

　　　／ 0.1

【県内開発建設技術を使用できる工事に適用】

※「過去３年間」とは、工事成績評定結果通知書の発行日が入

札書を提出した日から起算して過去3年以内を対象とする。
④「県内開発建設技術」を1品目全数使用を提案 0.1

⑤上記③④以外 0.0

0.8

③建設機械の保有及び運転者の雇用が2台・人 0.6

④建設機械の保有及び運転者の雇用が1台・人 0..4

⑤上記①②③④以外 0.0

小　　　計 ／3.0(3.1)

加 算 点 換算は行わない

技 術 評 価 点 標準点(基礎点)＋加算点

小　　　計 　　　／ 1.0

合　　　計 ／ 7.0(7.1)

標 準 点 （ 基 礎 点） 100点

評 価 値 (技術評価点／入札価格(千円))×105

※ ・評価値は、小数第５位を四捨五入し、４位止めとする。
・過去４年間の工事成績の平均値は、小数第１位を切り捨て整数止めとする。

・本店の有無で、本店とは主たる営業所（建設業を営む営業所を統括し、指揮監督する権限を有する１箇所の営業所をいう。）をいう。

・「大規模災害時の協定締結」は、特に当該工事に関連した取組みを評価するものとし、評価の基準は下記のとおりとする。

　1)入札書提出日時点において、次のいずれかの要件に該当する者は“①あり”とし、加点評価する。
　　・入札参加資格認定において土木工事業の「大規模災害時の応急対策業務取組」項目で加点(40)されている者

　　・入札参加資格認定において土木工事業の当該項目で加点(40)されていない者であっても、和歌山県建設工事入札参加資格審査取扱い基準に

　　規定する入札参加資格総合点数再算定申請書又は定期審査の申請書において土木工事業の当該項目の取組みがあると確認できる者
　2)入札参加資格認定において土木工事業の当該項目で加点(40)されている者であっても、入札書提出日時点において、次のいずれかの要件に

　　該当する者は”②なし”とし、評価しない。

　　・「災害応急対策協力者名簿」から削除されている者
　　・土木工事業の当該項目で加点(40)されない内容の入札参加資格総合点数再算定申請書又は定期審査の申請書の提出を行っている者



                       
別紙１ 

  技術提案作成要領（例）  

  （地域防災力強化モデル工事） 

入札に付する工事の概要 

  工事年度・工事番号 ○○第○号 

  工事名 ○○○○工事 

  工事場所 ○○市郡○○町村○○地内 

  工事概要 入札公告を参照のこと 

  工期   

  予定価格   

  調査基準価格   

  

  

支払条件     

契約の保証   

  議会の議決   

    

入札書等の提出方法等 

  

 入札書、工事費内訳書、入札担当者連絡票及び低入札価格調査意向確認書（調査基準価格を下回った価格で応札した

際に、低入札価格調査を受ける意思がある者に限る。）（以下「入札書等」という。）は、和歌山県公共工事等電子

入札システム（以下、「電子入札システム」という。）により提出すること。また、申告点数を電子入札システムに

より入力し申告すること。ただし、紙入札により入札を行う場合は、提案様式１に申告点数を記入し提出すること。 

   ただし、入札書等の容量は３メガバイト以内とすること。 

  

入札書等の電子入札

システムによる提出

期間 

○○ 年 月 日（ ） 時 分から○○ 年 月 日（ ） 時 分まで 

    

技術提案の様式及び提出方法 

   技術提案の様式は、技術提案作成要領に添付している様式とし、次の留意事項及び記載例に基づき記載すること。 

  ア  技術提案提出書（様式１） 

  イ  配置予定技術者の資格等（様式２） 

  

ウ 【県内開発建設技術を使用できない工事の場合】 

県産品、リサイクル製品の積極利用（様式３）（その１）及び（その２） 

【県内開発建設技術を使用できる工事の場合】  

県産品、リサイクル製品の積極利用（様式３）（その１）、（その２）、（その３）及び（そ

の４） 

  エ  配置予定技術者の工事成績（様式４） 

  オ  大規模災害時の応急対策業務取組（様式５）（該当しない場合は提出不要） 

 カ 建設機械の保有及び運転者の雇用状況（様式６）（その１）及び（その２） 

  キ 【紙入札の場合（発注機関から紙入札の提出を承諾された場合）】申告点数表（提案様式１） 

  
 様式のサイズはＡ４判（Ａ４判より大きいものは、Ａ４判の大きさに折り畳むこと。）とし、各１部を提出するも

のとする。 



                       

  
 技術提案は技術提案提出書（様式１）に記載のある提出資料順に並べ、それぞれ付箋等により見出しを付けるこ

と。 

  

 発注機関から指示を受けた入札者は、指示を受けた日から起算して、原則として２日以内に技術提案を書面により

提出しなければならないものとする。 

 なお、技術提案の書面をＰＤＦファイルにして発注機関が指示するメールアドレスに送信することで、書面による

提出に代えることができるものとし、期限日までの提出であるか否かは、着信日で判断するものとする。 

 また、送信にあたっては誤送信の防止に努めるとともに、送信後速やかに指示のあったメールアドレスに到達して

いるかどうかを発注機関に確認しなければならないものとする。 

   ただし、紙入札の場合、提案様式１は入札書の提出時に提出するものとする。 

    

技術提案の内容に関する留意事項 

  配置予定技術者の資格等 

  

ア  当該工事に配置予定の技術者について、氏名、取得している資格等を様式２に記載し、資格

等の写し（実務経験による場合は当該工事の技術者と成り得る実務経験を有することが確認で

きる経歴書等）を添付すること。 

  

イ 
 継続教育（ＣＰＤ）認証（各団体推奨単位以上、１年間の推奨単位でも可とする。）の有無 

について様式２に記載（有の場合は証明機関名称も記載）し、証明書（証明期間の最終日が対

象期間内（入札書提出日の 3ヶ月前から入札書提出日まで）のものとする。ただし、証明期間

の最終日が対象期間内にない場合においても、対象期間内のいずれかの日に各団体の推奨単位

以上の取得が確認できるものは評価する。）の写しを添付すること。 

  

   記載する優先順位は、建設系継続教育の内、当該工事の主任（監理）技術者と成り得る資格

（国家資格等の取得のみで主任（監理）技術者と成り得る資格に限る。）に関する継続教育、

その他の継続教育の順位とする。 

  
  建設系継続教育と認めるのは建設系ＣＰＤ協議会に加盟し、推奨単位を設定している団体の

証明とする。 

     

  

ウ  当該工事に配置予定の技術者が専任を要する場合、その技術者については、継続して３ヶ月

以上の直接的な雇用関係（所属建設業者との間に第三者の介入する余地のない雇用に関する一

定の権利義務関係（賃金、労働時間、雇用、権利構成）が存在すること）を有する必要がある

ため、確認できる書類（「監理技術者資格証、市町村が作成する住民税特別徴収税額通知書、

健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書、所属会社の雇用証明書のいずれか又は

これらに準ずる書類」及び「賃金台帳又は所得税源泉徴収簿」等の写し）を添付すること。 

エ 当該工事に配置予定の技術者が技術提案提出日において他の工事の配置技術者となっている

場合で、かつ以下のいずれかに該当する場合は、施工中の工事にかかる発注者に受理された完

成通知書の写しを添付すること。 

・当該工事又は他の工事の配置技術者が専任を要する場合 

・他の工事が総合評価落札方式により発注された工事（予定価格(税抜き)1,500 万円以上

3,000 万円未満の舗装工事業の工事で配置技術者が非専任のものを除く。）である場合 

ただし、当該工事に配置予定の主任技術者について、他の工事の配置技術者と兼務する場合

は添付を要しない。 



                       
オ 

 

当該工事に配置予定の主任技術者について、他の工事の配置技術者と兼務する場合で、かつ

以下のいずれかに該当する場合は、「主任技術者の兼務届出書」を添付すること。 

・当該工事又は他の工事の配置技術者が専任を要する場合 

・他の工事が総合評価落札方式により発注された工事である場合 

 

カ  落札者は、技術提案に記載した配置予定技術者を、当該工事の現場に配置すること。ただ

し、特別な理由がある場合は変更できるものとするが、その場合は、死亡、傷病、退職又は産

休・育休等の真にやむを得ない場合に限る。 

県産品、リサイクル製品の積極利用 

  

   県産品、リサイクル製品の積極利用（県産品・リサイクル製品）について、様式３（その

１）及び（その２）に記載すること。評価においては下記の①②③の基準で行う。提案におい

ては複数項目に記載することもできることとし、評価においては最も得点の高いもので行う。 

  

①   入札書を提出した日から起算して過去 3年以内に工事成績評定結果通知書が発行された同業

種の工事で、県土整備部工事成績評定要領又は県土整備部工事（建築・設備工事等）成績評定

要領により評定を行い、工事成績評定結果通知書の「県産品、リサイクル製品」による２．９

３点以上の加点評価のあった県発注工事（知事部局又は教育委員会所管事業で振興局建設部等

の出先機関が発注する工事を含む。以下同じ。）の件数で評価することとし、工事成績評定結

果通知書の写しの添付を求めるものとする。 

 共同企業体の構成員としての実績は、出資比率２０％以上の場合のみ認めるものとする。 

  

②   入札書を提出した日から起算して過去１年以内に工事成績評定結果通知書が発行された同業

種の工事で、県土整備部工事成績評定要領又は県土整備部工事（建築・設備工事等）成績評定

要領により評定を行い、工事成績評定結果通知書の「県産品、リサイクル製品」による２．９

３点以上の加点評価のあった県発注工事の件数で評価することとし、工事成績評定結果通知書

の写しの添付を求めるものとする。 

 共同企業体の構成員としての実績は、出資比率２０％以上の場合のみ認めるものとする。 

  

③  仕様書に明記している県産品を全数使用した上で、仕様書に明記していない県産品、リサイ

クル製品の１品目全数使用を提案した場合を評価することとし、県産品、リサイクル製品であ

ることを証明する書類の添付を求めるものとする。この場合、リサイクル製品は県産認定され

た県認定リサイクル製品に限る。 

 ただし、けんさんぴん登録されていない県産品建設資材を提案する場合は、和歌山県けんさ

んぴん登録制度実施要綱第２条第２項第１号又は第３号の条件を満たす県産品建設資材である

ものとし、和歌山県けんさんぴん登録制度実施要綱第２条第２項第１号に該当する県産品建設

資材を提案する場合は、あらかじめ製造事業者の同意を得るものとする。（様式３その２に記

載） 

 

④【県内開発建設技

術を使用できる工事

の場合】 

県産品、リサイクル製品の積極利用（県内開発建設技術）について、様式３（その３）及び

（その４）に記載すること。評価においては下記の⑤⑥の基準で行う。提案においては複数項

目に記載することもできることとし、評価においてはいずれか得点の高いもので行う。 

 

⑤ 入札書を提出した日から起算して過去 3年以内に工事成績評定結果通知書が発行された同業

種の工事で、県土整備部工事成績評定要領又は県土整備部工事（建築・設備工事等）成績評定

要領により評定を行い、工事成績評定結果通知書の県内開発建設技術の使用が有の県発注工事

（知事部局又は教育委員会所管事業で振興局建設部等の出先機関が発注する工事を含む。）を

評価し、工事成績評定結果通知書の写しの添付を求めるものとする。 



                       
共同企業体の構成員としての実績は、出資比率２０％以上の場合のみ認めるものとする。 

 
⑥ 県内開発建設技術の１品目全数使用を提案した場合を評価することとし、県内開発建設技術

であることを証明する書類の添付を求めるものとする。 

  配置予定技術者の工事成績 

 

ア 配置予定技術者が主任（監理）技術者又は特例監理技術者として従事した工事で、○○年４

月１日から公告の日の前日までに工事目的物の完成及び引渡しが完了した契約額（消費税及び

地方消費税の額を含む。）１，５００万円以上の県土整備部工事成績評定要領又は県土整備部

工事（建築・設備工事等）成績評定要領により評定を行う発注工事（知事部局又は教育委員会

所管事業で振興局建設部等の出先機関が発注する工事を含む。）の工事成績評定点を様式４に

全て記載すること。 

ただし、工期の１／２以上配置されたものに限るとともに、当該入札参加者以外に所属して

いた工事は対象としない。 

  

 主任（監理）技術者又は特例監理技術者として従事した対象工事がない場合は、主任技術者

と成り得る資格を保有した上で、現場代理人又は監理技術者補佐として配置された工事で、上

記条件に該当する工事成績評定点を様式４に全て記載すること。この場合、対象とするのは現

場代理人又は監理技術者補佐として全工事期間に配置されたものに限る。 

また、県発注工事の実績を有しない場合は、近畿地方整備局発注（管内事務所発注含む）の

和歌山県内において施工された工事を対象とするため、配置予定技術者が主任（監理）技術者

又は特例監理技術者として従事した工事で、○○年４月１日から公告の日の前日までに工事目

的物の完成及び引渡しが完了した契約額（消費税及び地方消費税の額を含む。）１，５００万

円以上の工事が該当する場合に限り、工事成績評定点を様式４に全て記載すること。 

ただし、工期の１／２以上配置されたものに限るとともに、当該入札参加者以外に所属して

行った工事は対象としない。 

なお、主任（監理）技術者又は特例監理技術者として従事した対象工事がない場合は、主任

技術者と成り得る資格を保有した上で、現場代理人又は監理技術者補佐として配置された工事

で、上記条件に該当する工事成績評定点を様式４に全て記載すること。この場合、対象とする

のは現場代理人又は監理技術者補佐として全工事期間に配置されたものに限る。 

  イ   共同企業体構成員としての工事成績評定点は、出資比率が２０％以上の場合に限る。 

  配置予定技術者を入札時に特定できない場合 

  

  【電子入札の場合】 

上記の配置予定技術者の資格等及び配置予定技術者の工事成績において、入札時に配置予定

者が特定できない場合は、複数の候補者を記載することができる。ただし、複数の候補者を記

載する場合は、電子入札システムの申告点数入力ページの配置予定技術者の氏名欄に候補者全

てを入力し、申告点数はその合計点数の最も低い者の点数を入力すること。 

 また、最高評価値入札者となった場合は、記載した全ての配置予定者の各様式及び添付資料

を提出すること。 

【紙入札の場合】 

 上記の配置予定技術者の資格等及び配置予定技術者の工事成績において、入札時に配置予定

者が特定できない場合は、複数の候補者を記載することができる。ただし、複数の候補者を記

載する場合は、候補者１名につき提案様式１及び各様式１枚とし、審査においては資格等の評



                       
価が低い配置予定技術者で行う。 

 また、最高評価値入札者となった場合は、記載した全ての配置予定者の各様式及び添付資料

を提出すること。 

 大規模災害時の協定締結 

 

ア  入札参加資格認定において土木工事業の「大規模災害時の応急対策業務取組」項目で 40 点の

加点をされていない者であっても、入札書提出日時点において、和歌山県建設工事入札参加資

格審査取扱い基準に規定する入札参加資格総合点数再算定申請書又は定期審査の申請書におい

て土木工事業の当該項目の取組みがあると申請（県担当機関に受け付けられたものに限る。）を

している者は、申請内容を様式５の①に記載することができる。この場合、確認書類を添付す

ることとし、当該工事に関連した取組みが確認できれば評価する。 

 

イ  入札参加資格認定において土木工事業の当該項目で 40 点の加点をされている者であって

も、入札書提出日時点において、入札参加資格認定（再認定を受けた者については再認定）後

に「災害応急対策協力者名簿」から削除されている者は、削除日を様式５の②に記載するこ

と。 

ウ 入札参加資格認定において土木工事業の当該項目で 40 点の加点をされている者であって

も、入札書提出日時点において、土木工事業の当該項目で 40 点の加点をされない内容の入札

参加資格総合点数再算定申請書又は定期審査の申請書の提出を行っている者は、その申請書の

提出日を様式５の③に記載すること。 

エ 入札書提出日時点において、入札参加資格認定において土木工事業の当該項目で 40 点の加

点をされている者は、加点評価するものとし、様式５の提出は不要である。 

 建設機械の保有及び運転者の雇用状況 

 

ア  建設機械の保有及び運転者雇用について、入札書提出日時点で県内に配備している自社所有

又は長期リースしている０．１１ｍ３以上のバックホウ、０．３４ｍ３以上のホイールローダ

を様式６（その１）に記載すること。また、様式６（その１）に記載した建設機械を運転でき

る有資格者を様式６（その２）に記載すること。 

 

イ 建設機械について規格、保有状況及び稼働状況を確認できる資料（償却資産（固定資産）申

告書・種類別明細書（市町村受付印のあるもの）の写し、車検証の写し（ホイールローダの場

合）、カタログ等の仕様（規格）を確認できる資料の写し、定期（特定）自主検査記録表の写し、

リース契約の写し（リース保有の場合）等）を添付すること。また、運転者の資格等を確認す

る資料として、運転免許証、資格者証又は修了証等の写し及び雇用が確認できる資料（「監理

技術者資格証、市町村が作成する住民税特別徴収税額通知書、健康保険・厚生年金保険被保険

者標準報酬決定通知書、所属会社の雇用証明書のいずれか又はこれらに準ずる書類」及び「賃

金台帳又は所得税源泉徴収簿」等の写し）を添付すること。 

  申告点数 

 

  電子入札システムにより入札を行う場合は、電子入札システムに申告点数を入力するものと

する。なお、配置予定技術者を入札時に特定できない場合は、配置予定技術者の氏名欄に候補

者を全て入力し、申告点数はその合計点数の最も低い者の点数を入力すること。紙入札により

入札を行う場合は、申告点数表（提案様式１）に申告点数を記入し、提出すること。 

 書面による技術提案を確認した結果、申告点数に誤りがあった場合の評価については、次の

とおり取り扱う。 

 ①申告点数が過大評価されていた場合は、当該評価内容について適切な評価点に修正の上、



                       
評価する。 

 ②申告点数が過小評価されていた場合は、当該評価内容について記載された申告点数により

評価する。（申告点数の修正は行わない。） 

当該様式の提出がない場合は失格とする。 

申告点数が記載されていない（内容が確認できない場合を含む。）場合は、その記載されて

いない申告点数については０点（マイナス評価がある場合は最も低い評価点）に修正の上、評

価するものとする。なお、小計又は合計の申告点数に誤りがあった（記載されていない場合等

を含む。）場合は、適切な評価点に修正の上、評価するものとする。 

  落札者決定基準 

     落札者決定基準は別紙－１のとおりとする。 

    

苦情申し立て 

  
 発注機関の長は、落札候補者が入札参加資格の要件を満たしていないことを確認した場合は、当該落札候補者に対

して入札参加資格要件不適格通知書により通知するものとする。 

  

 入札参加資格要件不適格通知書を受理した者で当該要件を満たさないと認められたことに不服がある者は、当該通

知の日の翌日から起算して１０日（休日等を含まない。）以内に、発注機関の長に対して当該要件を満たさないと認

めた理由について説明を求めることができる。 

  
 当該要件を満たさないと認められた者が説明を求める場合は、苦情申立書（条件付き一般競争入札（事後審査・電

子入札方式）実施要領第７号様式）を持参又は郵送することにより行うものとする。 

  
 発注機関の長は、苦情申立書により説明を求められたときは、苦情申立書を受理した日の翌日から起算して１０日

（休日等を含まない。）以内に回答するものとする。 

   苦情申立書の受付窓口、受付時間 

   苦情申立書を持参又は郵送する場合の受付窓口並びに受付時間は、次のとおりとする。 

            受付窓口：〒○○○－○○○○ 

             ○○市○○○○ 

                  ○○振興局建設部○○課 

           受付時間：休日等を除く毎日午前９時から午後５時まで 

    

その他の留意事項 

   入札書等、技術提案及び苦情申立書の作成、提出及び郵送に要する一切の費用は、提出者の負担とする。 

   技術提案は、提出者に無断で使用しないものとする。 

  
 技術提案に虚偽の記載をした者は、当該工事の落札者として決定されない。また、和歌山県建設工事等契約に係る入

札参加資格停止等措置要綱（平成１６年６月１５日制定）に基づき入札参加資格停止を行うことがある。 

   提出された技術提案は、返却しない。 

  
 電子入札システムにより提出する書類は、和歌山県公共工事等電子入札運用基準に規定するアプリケーションソフ

トの使用、及びファイル形式により保存すること。 

  
 技術提案の作成に関する問い合わせ先は、次のとおりとする。なお、問い合わせに対する回答のうち入札参加者全員

に周知すべきものがあった場合には、その内容を和歌山県公共工事等入札情報システム等に掲載する。 

    



                       
  〒○○○－○○○○ ○○市○○○○ 

                       ○○振興局建設部○○課 

                                 電話 ○○○－○○○○－○○○○ 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                       
様式１（地域防災力強化モデル工事） 

技 術 提 案 提 出 書 
 

工事番号：○○年度 ○○ 第○号 

工 事 名：○○工事 
 

 上記工事に係る条件付き一般競争入札の入札参加資格要件等を証明するため、下記の技術

提案を提出します。 

 なお、建設工事に係る条件付き一般競争入札（事後審査・電子入札方式）実施要領第４条

第１項に規定する入札参加資格要件を満たす者であること並びに提出資料の内容について

は、事実と相違ないことを誓約します。 
 

記 
 

１ 様式２及び配置予定技術者の資格を証明する書類（証明書類 有 ・ 無 ） 

２ 継続教育（ＣＰＤ）の証明書の写し（ 有 ・ 無 ） 

３ 主任技術者の兼務届出書  

※他の工事の配置技術者と兼務する場合のみ 

４ 【県内開発建設技術を使用できない工事の場合】 

様式３の（その１）及び（その２）並びに県産品、リサイクル製品の積極利用を証明する書

類（工事成績評定結果通知書の写し又はけんさんぴん登録通知書等） 

（証明書類 有 ・ 無 ） 

【県内開発建設技術を使用できる工事の場合】 

様式３の（その１）、（その２）、（その３）及び（その４）並びに県産品、リサイクル製

品の積極利用を証明する書類（工事成績評定結果通知書の写し、けんさんぴん登録通知書の

写し又は県内開発建設技術登録通知書の写し等） 

（証明書類 有 ・ 無 ） 

５ 様式４ 

６ 様式５及び大規模災害時の協定締結を証明する書類（該当する場合のみ） 

７ 【地域防災力強化モデル工事に適用】  

様式６の（その１）及び（その２）並びに建設機械について規格、保有状況及び稼働状況を

証明する書類及び運転者の資格、雇用状況を証明する書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

年  月  日 

 和歌山県知事 ○ ○ ○ ○ 様 

                所 在 地 

               商   号 

                             代表者氏名     

 

 

 



                       

 

申告点数

②建設機械の保有及び運転者の雇用が3台・人 0.8

③建設機械の保有及び運転者の雇用が2台・人 0.6

④建設機械の保有及び運転者の雇用が1台・人 0.4

※ ・書面による技術提案を確認した結果、申告点数に誤りがあった場合の評価については、次のとおり取り扱う。

　① 申告点数が過大評価されていた場合は、当該評価内容について適切な評価点に修正の上、評価する。
　② 申告点数が過小評価されていた場合は、当該評価内容について記載された申告点数により評価する。（申告点数の修正は行わない。）
・当該様式の提出がない場合は失格とする。
・申告点数が記載されていない（内容が確認できない場合を含む。）場合は、その記載されていない申告点数については０点（マイナス評価がある場合は最も低い評価

点）に修正の上、評価するものとする。なお、小計又は合計の申告点数に誤りがあった（記載されていない場合等を含む。）場合は、適切な評価点に修正の上、評価する
ものとする。
・技術提案提出時に配置予定技術者が特定できない場合は、候補者毎に申告点数表を作成すること。
・過去４年間の工事成績の平均値は、小数第１位を切り捨て整数止めとし、その申告点数は小数第１位まで記載する。

・本店の有無で、本店とは主たる営業所（建設業を営む営業所を統括し、指揮監督する権限を有する１箇所の営業所をいう。）をいう。
　1)入札書提出日時点において、次のいずれかの要件に該当する者は“①あり”とし、加点評価する。
　　・入札参加資格認定において○○工事業の「大規模災害時の応急対策業務取組」項目で加点(40)されている者
　　・入札参加資格認定において○○工事業の当該項目で加点(40)されていない者であっても、和歌山県建設工事入札参加資格審査取扱い基準に

　　規定する入札参加資格総合点数再算定申請書又は定期審査の申請書において○○工事業の当該項目の取組みがあると確認できる者
　2)入札参加資格認定において○○工事業の当該項目で加点(40)されている者であっても、入札書提出日時点において、次のいずれかの要件に
　　該当する者は”②なし”とし、評価しない。
　　・「災害応急対策協力者名簿」から削除されている者

　　・○○工事業の当該項目で加点(40)されない内容の入札参加資格総合点数再算定申請書又は定期審査の申請書の提出を行っている者

⑤上記①②③④以外 0.0

小　　　計

合　　　計

担い手確保

（1）建設機械の保有及び

　　運転者の雇用状況

①建設機械の保有及び運転者の雇用が4台・人以上 1.0
※大規模災害時の協定締結をしていない場合は0点とする。

※対象となる建設機械はバックホウ0.11m3以上、ホイール

ローダ0.34m3以上とする。

※対象となる建設機械は自社保有若しくは入札書提出日か

ら1年以上の契約期間が確認できる長期リース契約に限る。

※運転者は、対象となる建設機械を運転する資格を保有す

るものとし、技術提案提出時点で応札者と雇用関係を有する

ものとする。

※運転者は対象となる建設機械に対応する組み合わせと

し、他の建設機械（同種の建設機械を含む）と兼務して計上

できないこととする。

【県内開発建設技術を使用できる工事に適用】

※「過去３年間」とは、工事成績評定結果通知書の発行日が入札書を提出した日か

ら起算して過去3年以内を対象とする。※「過去３年間」とは、工事成績評定結果通

知書の発行日が入札書を提出した日から起算して過去3年以内を対象とする。⑥「県内開発建設技術」を1品目全数使用を提案 0.1

⑦上記⑤⑥以外 0.0

小　　　計

※「過去３年間」とは、工事成績評定結果通知書の発行日が入札書を提出した日か

ら起算して過去3年以内を対象とする。

※「過去１年間」とは、工事成績評定結果通知書の発行日が入札書を提出した日か

ら起算して過去1年以内を対象とする。

同　２件以上５件未満 0.5

②過去１年間に工事成績評定結果通知書により「県産品、リ

　　サイクル製品」による加点評価（2.93点以上）のあった同

　　業種の工事の件数が

    １件以上あり

1.0

③仕様書に明記している県産品を全数使用した上で、仕様

　　書に明記していない県産品建設資材または県産認定リ

　　サイクル製品を１品目全数使用を提案

1.0

④上記①②③以外 0.0

(3)県産品、リサイクル

　　製品　の積極利用

県産

品・リ

サイク

ル製

品

①

過去３年間に工事成績評定結果通知書により「県産品、リサイク

ル製品」による加点評価（2.93点以上）のあった同業種の工事の

件数が

５件以上あり

1.0

県内

開発

建設

技術

⑤過去３年間に工事成績評定結果通知書により「県内開発

　　建設技術の使用」が有となっている同業種の工事の件

　　数が

　　1件以上あり

0.1

(2)大規模災害時

　の協定締結

①あり 1.0 土木一式、建築一式、管、電気工事に適用

※県外企業が参加可能な工事については選択しない。②なし 0.0

小　　　計

地域貢献

(1)本店の有無

①工事箇所と同一の市町村内に本店を有する 1.0 【予定価格（税抜き）5,000万円以上の工事の場合】

「市町村内」を「建設部管内」とする。なお、海草建設部管内の工事の場合

は、「和歌山市内」と「海南工事事務所管内」に分けて評価する。

【県外業者が入札参加可能な工事の場合】

「工事箇所と同一の市町村内」を「県内」とする。②上記以外 0.0

(4)継続教育（ＣＰＤ）の

　　取り組み状況

①当該工事の主任（監理）技術者と成り得る資格に関する

　建設系継続教育の証明あり（各団体推奨単位以上の取得）
1.0

※建設系継続教育は「建設系ＣＰＤ協議会に加盟し、推奨単位を設定して

いる団体」とする。

※当該工事の主任（監理）技術者と成り得る資格は、国家資格等の取得

のみで当該工事の主任（監理）技術者と成り得る資格に限る。

②建設系継続教育の証明あり（各団体推奨単位以上の取得） 0.5

③なし 0.0

(3)主任（監理）技術者の

　　保有する資格Ⅱ

①１級舗装施工管理技術者 1.0

【舗装工事又は舗装の占める割合が高い工事に適用】②２級舗装施工管理技術者 0.5

③舗装施工管理技術者の資格なし 0.0

(2)主任（監理）技術者の

　　保有する資格

①１級土木施工管理技士または技術士 1.0

※技術士は、○○部門又は総合技術監理部門（○○）に対して評価する。②２級土木施工管理技士（○○） 0.5

③上記以外 0.0

※配置予定技術者が主任（監理）技術者又は特例監理技術者として担当

した契約額が１，５００万円以上の工事を対象とする。

※主任（監理）技術者又は特例監理技術者として担当した対象工事がな

い場合は、主任技術者に成り得る資格を有し、現場代理人又は監理技術

者補佐として担当した契約額が１，５００万円以上の工事を対象とする。

【予定価格（税抜き）1,500万円以上3,000万円未満の舗装工事業の場合】

※主任（監理）技術者、特例監理技術者、現場代理人、監理技術者補佐

のいずれも担当した対象工事がない場合は、主任技術者として担当した契

約額が１，５００万円未満の舗装工事業の工事を対象とする。

【共通】

※県発注工事の実績を有しない場合は、近畿地方整備局発注（管内事務

所発注含む）の和歌山県内において施工された工事を対象とする。

※対象となる工事成績がない場合は、６５点とする。

②５５点以上７５点未満

1.0×（工事成績の平均値-65.0）/10.0

1.0

～

-1.0

③５５点未満 -1.0

価格以外の

評価点

評価項目 評価内容 評価基準 配点 備考

配置予定技

術者の能力

(1)過去４年間の工事成績

　　の平均値

①７５点以上 1.0

会 社 名

許 可 番 号

配置予定技

術者の氏名

工 事 名

工 事 場 所

予 定 価 格

総合評価方式（地域防災力強化モデル工事）　申告点数表（案）　　　　　　　【地域防災力強化モデル工事に適用】



                       
様式６（その１）（特別簡易型）【地域防災力強化モデル工事に適用】 

建設機械の保有及び運転者の雇用状況 
                             工事名： 
                             会社名：            

重機 

「規格」 

区分

番号 

駆動形式

機械種別 

車両 

番号 

メーカー

名 

形式 有効期限の 

満了日 

規格（バケット容

量） 

備考 

バックホウ 

「山積 0.11m3

以上」 

又は 

ホイールローダ 

「山積 0.34m3

以上」 

１ バックホウ ○○○○ ○○社 〇〇〇〇 令和〇年〇月〇日 ○○m3 〇〇t 

２ ホイールロ

ーダ 

○○○○ ○○社 〇〇〇〇 令和〇年〇月〇日 ○○m3 〇〇t 

３        

４        

※ 記載欄の明示は記入例である。 
※ 入札書提出日時点で県内に配備している自社所有の建設機械（バックホウ、ホイールローダ）について記入する。 
※ 車両番号については、車検を受けている重機は車検番号、車検を受けていない重機は定期（特定）自主検査標章番号を記

載すること。 

※ 有効期限満了日については、車検を受けている重機は車検満了日、車検を受けていない重機は次回定期（特定）自主検査

日前日を記載すること。 

※ 備考欄にバックホウは機械重量、ホイールローダは最大荷重を記載すること。 
※ リースの場合はリース期間を備考欄に記載すること。 
※ ホイールローダの場合は大型・小型特殊自動車の別を記載すること。 

 
※添付資料 
償却資産（固定資産）申告書・種類別明細書（市町村受付印のあるもの）の写し 
車検証の写し（ホイールローダの場合） 
カタログ等の仕様（規格）を確認できる資料の写し 
定期（特定）自主検査記録表の写し 
リース契約の写し（リース保有の場合） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

該当なき場合も、その旨記載し、必ず（その１）（その２）を提出すること。 



                       
様式６（その２）（特別簡易型）【地域防災力強化モデル工事に適用】 

建設機械の保有及び運転者の雇用状況 
                             工事名： 
                             会社名：            

※ 記載欄の明示は記入例である。 
※ 様式６（その１）の対応重機に係る運転者を「区分番号」毎に記入し、免許・資格等の欄は、それぞれの対応重機の運転

に必要な資格の有無について、該当する方を〇で囲むこと。 

※ バックホウの運転者は、申請するバックホウを運転できる有資格者〔労働安全衛生法第 61 条による車両系（小型車両系）

建設機械運転技能講習（特別教育）【整地・運搬・積込・掘削機械】の修了者、建設機械施工技士（2 級の場合、第 2 種

の取得者に限る）〕とし、備考欄に種別を記入すること。 

※ ホイールローダの運転者は、申請するホイールローダを運転できる有資格者〔労働安全衛生法第 61 条による車両系（小

型車両系）建設機械運転技能講習（特別教育）【整地・運搬・積込・掘削機械】の修了者、ショベルローダー等運転技能

講習（特別教育）の修了者、建設機械施工技士（2 級の場合、第１種の取得者に限る）〕とする。  

※ さらに、ホイールローダについては、上記に加え、当該重機を運転するために必要な運転免許の取得者とする。但し、小

型特殊免許のみの取得者については、大型（小型）特殊免許欄を有とし、備考欄に「小型特殊」と記入すること。 

※ 運転者は対象となる建設機械に対応する組み合わせとし、他の建設機械（同種の建設機械を含む）と重複して計上できな

いこととする。 

※ 運転者については、運転免許証、資格者証又は修了証等の写し及び雇用が確認できる資料（「監理技術者資格証、市町村

が作成する住民税特別徴収税額通知書、健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書、所属会社の雇用証明書の

いずれか又はこれらに準ずる書類」及び「賃金台帳又は所得税源泉徴収簿」等の写し）を提出すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区
別
番
号 

氏名 生年月日 

  

備考 

公道走行に必要な運転免許 操作するのに必要な資格 

普通免許 準中型免許 中型免許 大型免許 

大型 

（小型） 

特殊免許 

車両系建設機械 

ｼｮﾍﾞﾙﾛｰﾀﾞｰ等運転 
建設機械施

工技士 
最も上位の免許の有無を記入 技能講習 特別教育 

1  〇〇 〇〇  
〇〇〇〇年

〇月〇日  
有 無 有 無 有 無 有 無 有 無 有 無 有 無 

1

級 

2

級 
無   

2     有 無 有 無 有 無 有 無 有 無 有 無 有 無 
1

級 

2

級 
無   

3      有 無 有 無 有 無 有 無 有 無 有 無 有 無 
1

級 

2

級 
無   

4      有 無 有 無 有 無 有 無 有 無 有 無 有 無 
1

級 

2

級 
無   

該当なき場合も、その旨記載し、必ず（その１）（その２）を提出すること。 


